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はじめに                  
 

 

      武蔵村山市では、平成１２年に「武蔵村山市男女共同参画計画」（計画期間：平成１ 

２年度～２１年度）、平成２２年に「武蔵村山市第二次男女共同参画計画」（計画期間：

平成２２年度～２６年度）を策定し、男女共同参画社会の実現に努めてきました。 

      そして、平成２７年に「武蔵村山市第三次男女共同参画計画」（計画期間：平成２７

年度～３１年度）を策定し、基本理念「誰もが自分らしくイキイキと暮らせる社会をつ

くりましょう」のもと、全ての市民が性別にかかわりなく、それぞれの人権・個性・能

力・価値観が尊重される男女共同参画社会の実現に向けて、積極的な取組を進めてきま

した。 

      本報告は、「武蔵村山市第三次男女共同参画計画」に登載した７９事業について、令

和元年度における施策の進捗状況を取りまとめ、各事業における取り組みの評価を行う

とともに、次期計画である「武蔵村山市第四次男女共同参画計画」（計画期間：令和２

年度～6 年度）及び男女共同参画社会の実現に向けた推進活動の指針とするものです。 
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推進状況調査の概要           
 

１ 調査の目的 
 

         武蔵村山市第三次男女共同参画計画に登載されている７９事業を、基本目標ごとに取り

まとめ、計画の推進状況を明らかにするとともに、今後における武蔵村山市第四次男女共

同参画計画の推進のための指針とします。                                        

 

２ 調査の内容 
 

       調査結果の見方 

 

 

 

 

 

 

事業名 目標値

担当課 現状値

男女平等に関す

る各種情報の提

供【重点事業】

30企業

協働推進課 20企業

元年度目標No． 事業内容

1

市民が男女共同参画のことを身近

に感じ、男女共同参画を自身の問

題として理解することを支援する

ため、市報や市ホームページ、男

女共同参画情報誌「ＹＯＵ・

Ｉ」、啓発ポスターなど多様な媒

体を活用して男女平等やワーク・

ライフ・バランス（仕事と生活の

調和）等についての情報を提供し

ます。

【重点目標】

男女共同参画情報誌「ＹＯＵ・

Ｉ」の配布企業数

・男女平等の視点に関するパネ

ル展を１回以上実施する。

・市内事業所20か所以上に情

報誌ＹＯＵ・Ｉを配布する。

元年度実施内容

・男女共同参画週間に

合わせ、市役所１階ロ

ビーと緑が丘ふれあい

センターでパネル展を

実施したほか、男女共

同参画週間の主旨につ

いて、市報に掲載して

周知した。

・市内企業２０社に情

報誌や講座開催のチラ

シを配布し、意識啓発

を行った。

平成
30年度

評価

C

令和
元年度
評価

B

令和2～6年度
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計画№
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この事業で実施すべき内

容を記載しています。 

この事業の名称と、担当する課を記

載しています。一つの事業を複数の

課が担当している場合もあります。 

なお、課名は令和元年度時点でのも

のを記載しているため、現在の課名

とは異なる場合があります。 

次期計画となる武蔵村山市第四

次男女共同参画計画の該当番号

を記載しています。 

調査項目①元年度実施内容 
令和元年度に実施した内容を記

載しています。 
 

調査項目②現状値（重点事業のみ）
重点事業には令和元年度（計画期間最

終年度）までに達成する目標値と、令

和元年度の現状値を記載しています。 
 

調査項目③評価 
令和元年度の目標に対する各課自己評価を記載しています。評価区分は以下の通りです。 

 

Ａ 十分進捗し、大きな成果が得られている。 

Ｂ 概ね進捗し、具体的な成果が得られている。 

Ｃ 事業を実施しているが、具体的な成果は得られていない。 

Ｄ 不十分で課題が多い。 

Ｅ 事業を実施していない。 
 

１ 



 
 

各課推進状況調査結果 
 

３ 武蔵村山市第三次男女共同参画計画の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本理念 基本目標 

誰
も
が
自
分
ら
し
く
イ
キ
イ
キ
と
暮
ら
せ
る
社
会
を
つ
く
り
ま
し
ょ
う 

 

目標１ 男女平等の意識づくり 

 

 

目標２ 男女の人権の尊重 

 

目標３ 様々な分野における 

男女共同参画の推進 

 

目標４ 就労における男女共同参画と 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

２ 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要課題 施策 

⑴男女平等意識の啓発・醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵家庭や地域、学校、事業所等における男女 

平等の意識づくり 

⑶男女共同参画センターの周知啓発と機能の充実  

⑶配偶者等からの暴力の防止と被害者の支援 

＜ＤＶ防止基本計画＞ 

⑴互いの性の尊重 

⑷セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の 

防止と被害者の支援 

⑵男女の基本的人権としての健康支援 

 

⑴政策・方針決定過程への女性の参画促進 

⑶防災分野における男女共同参画の推進 

⑵地域社会における男女共同参画の推進 

⑷国際理解・国際交流の推進 

⑴男女とも多様な働き方のできる社会の形成 

 

⑵ワーク・ライフ・バランスの推進 

⑶男性の家事・育児・介護への参加の促進 

①男女平等意識の啓発 

②男女平等と人権に配慮した表現の推進 

①家庭・地域における男女平等意識の形成 

②学校等における人権尊重教育の実施 

③市内事業所における男女平等意識の形成 

④市役所における男女平等意識の形成 

①男女共同参画センターの周知の強化 

②男女共同参画センターの機能の充実 

①被害の未然防止・早期発見のための取組 

②相談業務の充実 
③被害者の保護 
④被害者の自立支援 

⑤関係機関との連携 

①男女相互の身体や性の理解・尊重の促進 

②性的少数者に対する理解と配慮の促進 

①セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の防止 

②セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の被害者の支援 

①ライフステージに対応した健康づくりの支援 

②女性の生涯を通じた健康支援 

①本市の政策・方針決定過程への女性の参画促進 

②事業所、農業、自営業分野における方針決定過程への 

女性の参画促進 

③教育の場における女性の登用促進 

○平常時及び災害発生時における男女共同参画の推進 

○地域社会における男女共同参画の推進 

○互いの文化・習慣の理解と尊重 

①就労の場における男女の均等な機会と待遇の確保 

②女性の（再）就業に向けた支援 

①仕事と生活との両立支援策の推進 

②充実した多彩な暮らしの実現に向けた支援 

③生活上の困難を抱える男女のワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた支援 

①男性の長時間労働の縮減 

②男性の家庭生活への参加の促進 

３ 



 
 

４ 武蔵村山市第三次男女共同参画推進状況調査結果 
 

基本目標１ 男女平等の意識づくり 
 

⑴男女平等意識の啓発・醸成 

事業名 目標値

担当課 現状値

男女平等に関す

る各種情報の提

供【重点事業】

30企業

協働推進課 20企業

男女平等の視点

での市刊行物の

見直し

全課

メディア・リテ

ラシーを育成す

る学習機会の充

実

協働推進課

D

元年度目標

3

メディアからもたらされる膨大な

情報のうち、男女の性役割や暴力

を助長する表現等を市民一人ひと

りが無批判に受け入れるのではな

く、主体的に読み解く力・活用す

る力をつけるための学習を推進・

支援します。

また、市報や市ホームページ等を

通じて、インターネット上の人権

侵害の防止のための情報提供を行

います。

市報、ホームページ、ＳＮＳ、

情報誌ＹＯＵ・Ｉ等の媒体を用

いてメディア・リテラシーの啓

発を行う。

No． 事業内容

1

市民が男女共同参画のことを身近

に感じ、男女共同参画を自身の問

題として理解することを支援する

ため、市報や市ホームページ、男

女共同参画情報誌「ＹＯＵ・

Ｉ」、啓発ポスターなど多様な媒

体を活用して男女平等やワーク・

ライフ・バランス（仕事と生活の

調和）等についての情報を提供し

ます。

【重点目標】

男女共同参画情報誌「ＹＯＵ・

Ｉ」の配布企業数

・男女平等の視点に関するパネ

ル展を１回以上実施する。

・市内事業所20か所以上に情

報誌ＹＯＵ・Ｉを配布する。

男女共同参画担当課である協働

推進課が率先して意識づくりを

行い、各課に対し配慮を促して

いく。

本市が広報・出版物で情報を発信

する際には、男女平等の視点に配

慮して、ジェンダーに捉われず人

権を尊重した表現を用いることを

徹底します。

2

D

元年度実施内容

・男女共同参画週間に

合わせ、市役所１階ロ

ビーと緑が丘ふれあい

センターでパネル展を

実施したほか、男女共

同参画週間の主旨につ

いて、市報に掲載して

周知した。

・市内企業２０社に情

報誌や講座開催のチラ

シを配布し、意識啓発

を行った。

平成
30年度

評価

C

C

令和
元年度
評価

B

言葉やイラスト等によ

り、男女の性別イメー

ジが固定化されないよ

うに表現を注意した。

C

緑が丘ふれあいセン

ターにおいて、新聞の

記事を毎日切り貼りし

展示することで、メ

ディア・リテラシーに

関する意識を啓発し

た。

令和2～6年度

第四次
計画№
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42

29

 
⑵家庭や地域、学校、事業所等における男女平等の意識づくり 

地域における男

女平等の啓発

協働推進課

男女共同参画週

間事業の実施

協働推進課

学習機会の提供

の

充実

物づくり、料理、アートなど、

趣味や生きがいを見出し、ワー

ク・ライフ・バランスを充実さ

せるための講座を、5回以上実

施する。また、緑が丘ふれあい

センターの講座は、全て託児付

きで実施する。（協働推進課）

女性の健康支援として

エクササイズやリンパ

ケアの他、パパと子ど

もで料理チャレンジな

ど男性向けの講座を開

催した。また、緑が丘

ふれあいセンターでの

講座はすべて託児付き

にした。

A A

協働推進課

文化振興課

引き続き家庭教育講座を実施

し、学習機会の提供を行ってい

くとともに、託児付講座を実施

する。（文化振興課）

家庭教育講座は計2講

座を開催し、延べ83

人の参加者があった。

なお、子育て中の市民

のための託児付き事業

については、平成29

年度より、託児のため

の人員予算を協働推進

課で一括計上すること

ととなり、託児付の講

座を実施したが、託児

の申込はなかった。

C C

C

B

4
本市主催のイベント等に男女共同

参画ブースを出展するなど、地域

で啓発活動を実施します。

人が多く集まる様々な機会でパ

ネル展を実施し、意識啓発に努

める。

5
男女共同参画週間に合わせて集中

的な意識啓発活動を行います。

男女平等の視点に関するパネル

展を１回以上実施する。

6

家庭における男女平等や人権尊

重、ワーク・ライフ・バランス等

について様々な視点からの意識啓

発を図るため、講座・講演会や家

庭教育学級など学習機会の提供・

支援を行います。

講座・講演会等の実施に当たって

は、多くの市民が学習できるよう

に広報を充実させるとともに、

テーマや実施時間を見直します。

また、子育て中の市民のために託

児付きの事業を実施します。

B

市役所等でパネル展を

開催したが、コロナウ

イルスの影響により、

市主催のイベントでの

実施はできなかった。

C

男女共同参画週間に合

わせ、市役所1階ロ

ビーと緑が丘ふれあい

センターでパネル展を

実施したほか、男女共

同参画週間の主旨につ

いて、市報に掲載して

周知した。

57

40

41

 

４ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

人権尊重教育の

推進

教育指導課

教職員研修

教育指導課

男女平等の視点

に基づく進路指

導の充実とキャ

リア教育の推進

教育指導課

事業主等への要

請

協働推進課

職員への男女平

等研修の実施

職員課

育児・介護休業

取得に向けての

環境づくり【重

点事業】

10%

職員課 22.2%

市内事業所との

意見交換会

協働推進課

C

C

C

C

B

B

11

市職員に男女平等意識を定着させ

るため、対象者や対象階層を絞っ

た研修を行います。また、東京都

市町村職員研修所が実施する研修

への職員派遣を行います。

12

市職員が育児・介護休業を躊躇

(ちゅうちょ)せずに取得できるよ

うにするため、育児・介護休業関

連制度を周知し、職場における機

運の醸成を図ります。特に、女性

職員に比べて実績が少ない男性職

員の育児・介護休業取得を促しま

す。

【重点目標】

男性職員の育児休業取得率

児童・生徒が性別による固定的

な役割分担意識にとらわれず、

志をもって学校生活が営めるよ

う、各小・中学校におけるキャ

リア教育の充実に資する研修会

を計画的に実施する。

10

男女共同参画社会の実現に向け

て、商工会等を通じて市内事業所

の事業主に対する働きかけを行い

ます。

【具体的内容】

・商工会との協働による市内事業

所向けセミナーの開催

・商工会を通じた啓発パンフレッ

トの配布

引き続き情報誌の配布等により

事業所に対し意識啓発を行う。

9

7

元年度実施内容

各小・中学校の教職員が、自己

の人権感覚を見つめなおし、適

切な言動で児童・生徒への指導

ができるよう、指導を継続す

る。また、LGＢTに関する理

解の促進を図る取組を推進す

る。

No． 事業内容 元年度目標

引続き、男性職員が育児休業を

取得しづらい原因を分析し、新

規取得対象者に対して効果的な

アプローチを行うことで取得率

の向上に努めていく。

13

市職員が市内事業所職員の男女平

等に関する意識や実態を理解した

上で職務に当たることを目的とし

て、市内事業所の職員と市職員と

の間で男女共同参画に関する意見

交換会を行います。

アンケート結果を元に、事業者

に対して情報提供等を行い市と

つながっていく。

引き続き、東京都市町村職員研

修所が実施する「男女共同参画

社会形成研修」への職員派遣を

行う予定。

小・中学校９年間の発達の段階

を踏まえた男女平等に係る人権

感覚を育成するため、道徳の教

科化を踏まえた道徳教育の充実

と、全ての教育活動を通した人

権教育を推進していく。

8

教職員が男女共同参画について十

分に理解した上で児童・生徒の指

導に当たるようにするため、初任

者研修や十年経験者研修、ＯＪＴ

等において「人権教育プログラ

ム」（東京都教育委員会）等を活

用した研修を行います。

児童・生徒が性別による固定的な

役割分担意識に捉われずに主体的

に進路（職業）を選択する能力・

態度を育むため、各学校で人権尊

重等の視点からの生活指導、進路

指導、職場体験等を計画的に行い

ます。

　子どもの頃から人権意識・男女

平等意識を高めるため、人権教育

や男女平等に関する資料等を活用

し、人権尊重教育を推進します。

B

B

年間指導計画に基づ

き、特別の教科　道徳

の授業を推進するとと

もに人権教育プログラ

ムを活用し、正常の教

育活動においても人権

教育を推進した。

校内におけるＯＪＴ研

修や人権教育推進委員

会等において教職員が

人権尊重の理念につい

て十分に理解し、確か

な人権感覚を身に付け

るために必要な研修や

啓発を行った。

C

市内企業２０社に情報

誌や講座開催のチラシ

を配布し、意識啓発を

行った。

B

B

（派遣研修）

・ＬＧＢＴ研修

2/20　４名派遣。

・男女共同参画研修

12/17　１名、2/14

２名派遣

各学校で人権尊重等の

視点からの生活指導、

進路指導、職場体験等

を計画的に行うととも

に、進路指導主任会に

おいて、各校の取組を

共有し合い、研修する

ことができた。

B

市内事業者に対して、

情報誌や講座開催のチ

ラシを配布し、情報提

供を行った。

C

男性職員が育児休業を

取得しづらい原因を分

析し、新規取得対象者

に対して効果的なアプ

ローチを行うことで、

取得率の向上を図っ

た。

令和元年度における男

性職員の育児休業の新

規取得対象者９人に対

する取得者は２人で

あった。

C

15

16

17

24

43

44

17・39

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№
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⑶男女共同参画センターの周知啓発と機能の充実 

事業名 目標値

担当課 現状値

センターの周知

【重点事業】
80%

協働推進課 不明

センターの機能

の充実

協働推進課

センターの事業

内容の充実

協働推進課

センタースタッ

フの育成

協働推進課

A

A17

誰もがより気軽に利用できる身近

な男女共同参画センターとするた

め、男女共同参画センタースタッ

フ、サポートスタッフを育成しま

す。

内容や目的を精査しながら、研

修等に積極的に参加し、課題解

決や市民サービス向上につなが

るスキルや知識の習得に努め

る。

14

誰もが気軽に利用できる身近な男

女共同参画センターを目指して、

市民のセンターに対する認知度を

高めるための取組を行います。セ

ンターのホームページを充実させ

るとともに、情報誌やメールマガ

ジンを発行します。

【重点目標】

センター認知度

人が多く集まる様々な機会でア

ンケート等を実施し、センター

を周知し男女共同参画の啓発を

行っていく。

15

市民誰もが気軽に利用できる身近

な男女共同参画センターとするた

め、相談業務や情報コーナーの整

備・充実、交流サロンの設置、他

自治体発行の情報誌等の収集・提

供、男女共同参画関連図書の整備

に取り組みます。

特に、相談事業の周知について

フェイスブック等で広報を強化

する。

16

講座や講演会等の開催、女性の再

就職支援、男女共同参画を推進す

る人材（講師、リーダー、ボラン

ティア）の育成、男性の地域参加

支援、シニアライフ支援など、地

域で生活する市民のための取組を

充実させます。

また、男女共同参画センター登録

団体の活性化のため、団体の発足

やネットワークづくりを支援する

とともに、登録団体ガイドブック

の発行、団体活動紹介ブース等を

設置します。

シニアライフ支援事業を実施す

る。また、男女共同参画セン

ター登録団体の活性化のため、

団体の発足やネットワークづく

りを支援する。

B

SNSや外部（イオン

シネマ等）でのイベン

ト時にパンフレット等

を配布し、認知度の向

上を図った。

CC

フェイスブックの活用

やチラシの配布により

各種事業の広報を行っ

た。

また、健康、防災、人

権、ＤＶ、ＬＧＢＴ等

をテーマに男女共同参

画関連書籍を充実さ

せ、情報提供の強化を

した。

B

保育士サポーター養成

講座、父子料理教室、

シングルマザーおしゃ

べりカフェなど、対象

を絞った事業を実施し

た。また、登録団体の

交流の場として、ふれ

あいフェスティバルを

開催した。

A

男女共同参画研修や自

己肯定感を上げるな

ど、知識の習得やスキ

ルアップに努めた。

A

廃止

廃止

廃止

廃止

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№
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基本目標２ 男女の人権の尊重 

 

⑴互いの性の尊重 

事業名 目標値

担当課 現状値

年代に応じた性

教育の推進

パネル展やＳＮＳ等による情報

発信を行うほか、国や都が作成

しているパンフレットやカード

を配布して意識啓発を行う。

（協働推進課）

デートＤＶ防止、人

権、LGBT啓発パネル

展を実施した。また、

デートＤＶやＤＶ相談

ナビのカード等で啓発

を行った。

C C

協働推進課

教育指導課

体育・保健体育等を中心とした

全ての教育活動を通して、児

童・生徒が性に対する正しい知

識を身に付け、発達の段階に応

じた適切な行動がとれるよう努

める。（教育指導課）

体育・保健体育の授業

において、教科用図書

を使用し、性に対する

正しい知識や性情報の

取扱い方等について児

童・生徒に指導した。

C B

性的少数者に関

する講座の開催

【重点事業】
１回

協働推進課 １回

小・中学校にお

ける個別的支援

教育指導課

令和2～6年度

第四次
計画№

B20

性的少数者である児童・生徒の人

権を擁護するため、支援を要する

児童・生徒の状況に応じて個別の

対応を図ります。

C

18

男女ともそれぞれの身体について

十分に理解し、性に対する正しい

知識を身に付けるようにするた

め、学校等において男女の性につ

いての認識を育てる学習の充実に

努めます。

19

性的少数者に対する市民の理解促

進のため、性同一性障害等の性的

少数者を取り巻く人権課題等に関

する市民向けの講座を開催しま

す。

【重点目標】

講座の開催回数

市民を対象にしたＬＧＢＴ講座

を1回開催する。

YOU・Iフォーラムと

してＬＧＢＴに関する

映画上映と講師による

ミニトークを実施し

た。

D

性的少数者である児童・生徒の

実態を把握するとともに、適切

な個別の対応がとれるよう、管

理職等の理解を一層推進するた

めの研修会を実施する。

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

女子生徒のスラックス

着用を認め、制服の多

様化を図った。
47

45

46C

 
⑵男女の基本的人権としての健康支援 

学習機会の提供

の充実

健康推進課

70人
（健康推
進課）

164人

40,000人

（スポー
ツ振興
課）

85,089人

B

健康推進課

スポーツ振興課

誰もが気軽に楽しめる教室等の

自主事業を継続して行ってい

く。

また、東京２０２０オリンピッ

ク・パラリンピック気運醸成イ

ベントを開催し、子どもから大

人まで幅広い年代に、スポーツ

をすることの楽しさ、見ること

の楽しさ等を知ってもらう。

（スポーツ振興課）

体育館自主事業の中

で、市民の誰もが気軽

に参加できる教室等を

継続実施したことによ

り、市民の健康意識の

啓発に努めたが、年度

の後半、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止

対策のため休館したこ

とにより利用者数は減

少した。

昨年度と比較すると△

4,224人という結果に

なった。

B B

22

心とからだの健

康づくりの推進

【重点事業】

男女が健康な状態で暮らすことが

できる社会の実現を目指し、食事

や健康管理に関する講演会等を開

催して、健康意識の普及・充実を

図ります。また、気軽に参加でき

るスポーツ教室の開催や学校の体

育施設の地域開放、総合体育館の

機能の充実により、市民の体力の

向上を図ります。

【重点目標】

・健康教室参加者数

・総合体育館の利用者数

引き続き健康教室の内容を見直

し実施する。（健康推進課）

生活習慣予防等に関す

る各種教室（健康寿命

をのばそう教室等）を

実施し、市民の健康管

理等の意識の向上を

図った。

B

21

健康づくりに関する講座や講演会

等を開催して、市民に対する学習

機会の提供と健康づくりの支援を

行います。講座や講演会等の開催

に当たっては、多くの市民が学習

できるようにするため、広報手段

の充実や内容、実施時間の見直し

を行います。また、子育て中の市

民の参加を支援するため、託児付

きの事業を実施します。

引き続き、市民に対する学習機

会の提供と健康づくり支援のた

め、子育てや健康をテーマにし

た親と子のための講演会を年３

回開催する。

市民に対する学習機会

の提供と健康づくり支

援のため、子育てや健

康をテーマにした親と

子のための講演会を開

催した。

B B 48

47

49

 
 

 

７ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

疾病の予防と健

診事業の充実

健康推進課

健康相談の充実

健康推進課

更年期を理解す

るための情報提

供

健康推進課

妊産婦のための

相談体制の充実

健康推進課

女性に対する健

（検）診事業の

充実

健康推進課

B27

女性特有のがん（乳がん、子宮頸

がん）検診や健康診査について、

内容や広報の充実に努めるととも

に、働く女性が受診しやすいよう

な健（検）診の在り方を検討しま

す。

・引き続き母子手帳交付時に、

健康診査について説明を行って

いく。

・引き続き子宮乳がん検診の健

診内容の充実を図る。

延べ８医療機関で実

施。

子宮頸がん検診につい

ては土曜日の受診も可

能とし、乳がん検診に

ついては検診車での実

施も行った。

B

B

26

妊産婦が抱える様々な悩みに対応

するための相談体制を充実させま

す。市報や母子健康手帳交付時の

面接を活用して、相談を必要とす

る市民に広く周知します。

引き続き　「子育て世代包括支

援センターハグはぐ・むらや

ま」を市民に周知し、利用者数

の増加に努める。

妊産婦等が抱える様々

な悩みに対応するため

の相談体制を充実させ

た。

B B

25

更年期における男女の体調の変化

等に対する正しい知識の普及を図

るとともに、更年期に伴う症状の

理解や症状の緩和についての啓発

活動を実施します。

引き続き電話相談を実施する。

電話による問い合わせ

等に保健師が対応し、

相談に対応した。

また、必要に応じて、

医療機関の情報提供も

行った。

C

B

24

各種疾病の予防や日常の健康等に

関する正しい知識を普及するとと

もに、市民の健康に対する関心を

高めるため、健康相談を行いま

す。また、相談を必要とする市民

に情報が届くように、広報手段を

充実させます。

参加者減少のため、「健康栄養

相談」事業廃止。今後は骨密度

相談時や電話で相談に対応して

いく。

骨密度相談を5回実施

したほか、随時、電話

による相談等に対応し

た。

D B

23

各種がん検診や健康診査の実施、

健康に関する情報を提供すること

により、がん等の疾病の早期発

見、早期治療を図るとともに、疾

病に対する市民の正しい理解を支

援します。また、健（検）診の対

象者に情報が届くように、広報手

段を充実させます。

各種がん検診を引き続き行い、

がん等の早期発見に繋げてい

く。

各種がん（肺がん、胃

がん、大腸がん、子宮

がん、乳がん、前立腺

がん）検診を実施し

た。

また、年度末に「武蔵

村山市の保健事業予定

表」を全戸配布し、翌

年度の保健事業予定や

情報を市民に周知し

た。

B

元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№

51

54

53

52

50

No． 事業内容

 
⑶配偶者等からの暴力の防止と被害者の支援 

健診等による被

害者発見時の対

応

健康推進課

28

ＤＶの被害者を早期に発見して被

害の深刻化を防ぐため、健診等を

通じてＤＶを発見した場合には、

関係機関と連携して速やかに適切

な対応を取ります。

引き続き、関係機関との連携を

図るため、母子相談へつなげて

いく。

DVの被害者を早期に

発見し、被害の深刻化

を防ぐため、速やかに

関係機関と連携する対

応を図った。

B B 32

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

令和元年度に当課へ旧・女性母

子相談員が移管されたので、

新・婦人等自立支援相談員を通

じ、被害者への対応をさらに充

実させる。（地域福祉課）

婦人等自立支援相談員

として、DV防止法に

基づき、被害者への対

応等にあたった。

B B

引き続き、要保護児童対策地域

協議会の実務者会議等において

ＤＶ等の事例紹介や検証等を行

い意識の向上を図る。（子育て

支援課）

要保護児童対策地域協

議会において、面前

DVで心理的虐待を受

けた児童の支援につい

て検討し、情報共有を

図るとともに、発見時

の対応について周知し

た。

B B

就学援助費の申請の際に市が作

成している子育てサポートのパ

ンフレットを窓口に備え付け、

必要に応じて配布し情報提供を

行う。

（教育総務課）

就学援助費の申請の際

に市が作成している子

育てサポートのパンフ

レットを窓口に備え付

け、必要に応じて配布

し情報提供を行った。

B B

各小・中学校と関係機関との連

携体制を維持しながら、学校だ

けでは対応が困難なケースにも

迅速な対応が取れる教職員の意

識の醸成を推進する。（教育指

導課）

児童虐待防止法の強化

を図るための児童福祉

法等の一部を改正する

法律について概要をま

とめ、周知徹底を図っ

た。

C B

全国的な運動週

間と連動した集

中的な啓発

女性に対する暴力をなくす運動

の期間に合わせ、パネル展やＳ

ＮＳ等による情報発信を行う。

（協働推進課）

緑が丘ふれあいセン

ターでDVに関するパ

ネル展の他にパープル

ライトアップを行い啓

発した。

B B

協働推進課

子育て支援課

引き続き、「女性に対する暴力

をなくす運動」に合わせて、東

京都女性相談センター等と連携

して集中的な啓発を行う。（子

育て支援課）

（子育て支援課→地域

福祉課）

啓発グッズを作成し、

配布した。

C B

パネル展やＳＮＳ等による情報

発信を行うほか、国や都が作成

しているパンフレットやカード

を配布して意識啓発を行う。

（協働推進課）

パネル展や図書展示を

実施した。
C C

日常の教育活動において、児

童・生徒相互に一人の人間であ

るという意識をもって生活する

ように指導を行っていく。（教

育指導課）

保健体育科保健分野の

授業等や特別の教科

道徳において男女が互

いに相手の人格を尊重

し、価値ある人間関係

を築くことができるよ

う指導を行った。

C A

協働推進課

教育指導課

文化振興課

国や都が作成している既存のパ

ンフレット等を、講座や事業の

際に配布する。（文化振興課）

文化振興課窓口や公民

館、学習等供用施設等

で、国や都作成のパン

フレットを配布した。
B B

32

若年層に対する

暴力の防止に向

けた教育の推進 デートＤＶや暴力の防止につい

て、若年層が主体的に考えること

を支援するため、デートＤＶや暴

力の防止についてのパンフレット

の配布等を通して、教育の充実を

図ります。

C C

協働推進課

子育て支援課

引き続きリーフレット及びカー

ド配布事業を継続してゆく。

（子育て支援課）

（子育て支援課→地域

福祉課）

啓発グッズを作成し、

配布した。

不明 B B

31

意識啓発のため

の情報の提供・

発信【重点事

業】

ＤＶのメカニズムや背景・実態等

に関する市民や医療関係者、福祉

機関の理解を深めるため、ＤＶに

ついてのパンフレットを作成・配

布するとともに、市報や市ホーム

ページなど多様な手段や機会を通

して情報を提供します。

【重点目標】

ＤＶについての認知度

人が多く集まる様々な機会でア

ンケート等を実施し、ＤＶの認

知度を測る。（協働推進課）

DVに関するパネル展

示をしながらパープル

ライトアップして啓発

を行った。

90%

29

被害者発見時の

通報の周知

市民や学校関係者、医療関係者、

福祉関係者に対して、「ＤＶ防止

法」に基づく通報について周知

し、意識の定着を図ります。

地域福祉課

子育て支援課

教育総務課

教育指導課

30

全ての市民に「暴力は決して許さ

ない」という意識を定着させるた

め、全国的な「女性に対する暴力

をなくす運動」の期間中にＤＶ防

止のためのパネル展やパープルリ

ボン運動等を実施して、集中的な

啓発を行います。

27

27

26

33

元年度実施内容

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
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No． 事業内容 元年度目標

平成
30年度

評価
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事業名 目標値

担当課 現状値

相談業務の充実

引き続き相談事業を毎月実施

し、男女共同参画やジェンダー

の視点を持った専門的立場から

の助言を行う相談を実施すると

ともに、窓口の周知を積極的に

行い、市民が気軽に利用できる

よう努める。（協働推進課）

市民が安心して相談で

きる場として、女性弁

護士による法律相談

と、心の保健室を毎月

開催し、市報等で毎月

周知した。

B B

協働推進課

子育て支援課

引き続き、話しやすい環境下で

の母子相談の実施により被害者

への支援・助言等を行う。（子

育て支援課）

18歳未満の子供を持

つ家庭の相談を通し、

面前DVが心理的虐待

に当たることを保護者

に伝え、注意を促し

た。

B B

相談員の資質向

上

子育て支援課

引き続き、地域包括支援セン

ター、高齢者見守り相談室等と

の連携を強化していく。（高齢

福祉課）

地域包括支援セン

ター、高齢者見守り相

談室等との連携を一層

強化し、相談機能を充

実した。

B B

引続き、様々なケースに応じた

相談等に対し、個別に対応す

る。（障害福祉課）

障害者虐待防止セン

ター、障害福祉課、市

内相談支援事業所及び

地域活動支援センター

並びに関係機関と連携

し、個別のケースに対

応した。

B B

引続き、多様な状況の被害者の

個々のケースに応じて、個別に

対応する。（子育て支援課）

18歳未満の子供を持

つ家庭の相談を通し、

面前DVが心理的虐待

に当たることを保護者

に伝え、注意を促し

た。

B B

相談体制の更なる充実により、

相談業務の質を向上させる。

（生活福祉課）

相談体制の更なる充実

により、相談業務の質

を向上させた。
A A

相談機関の周知

子育て支援課

被害者の安全確

保

子育て支援課

B

37

保護を求める被害者の安全確保を

図るため、女性等緊急一時保護費

支給事業や緊急一時保護

施設（シェルター）を活用しま

す。

被害者の安全確保のため、状況

に応じて警察とも連携し、東京

女性相談センター一時保護所及

び民間シェルターを活用する。

引き続き、母子の安全

確保のため、状況に応

じて警察や女性相談セ

ンターと連携し、緊急

時に備え民間シェル

ターや母子生活支援施

設を確保した。

B B

36

被害者が躊躇(ちゅうちょ)せずに

相談窓口を利用できるようにする

ため、ＤＶの相談窓口の情報を記

載した周知カードやパンフレット

等を作成し、市内公共施設の窓口

や医療機関等に配布します。加え

て、様々な機会を通じてＤＶの相

談窓口を周知します。

リーフレット及び啓発グッズ等

を活用し、引続きＤV相談窓口

を周知する。

面前DVが心理的虐待

に当たることを、リー

フレット等を通し周知

した。

B

B

35

被害者の状況に

応じた相談機能

の充実

外国人や高齢者、障害者など、多

様な状況の被害者に応じた相談体

制を整備し、あらゆる被害者への

相談に応じます。

高齢福祉課

障害福祉課

子育て支援課

生活福祉課

34

被害者の悩みや問題の解決を図

り、相談窓口や各種手続の担当窓

口での二次被害を防止するため、

窓口や相談担当者を主な対象とし

た研修を実施します。併せて、相

談業務に関するマニュアルを作成

することを検討します。

資質向上のため、東京都の研修

受講と、連絡会への参加を継続

して行う。

（子育て支援課→地域

福祉課）

東京都の研修受講及び

連絡会へ参加した。

B

33

被害者が抱える悩みや問題の解決

を図るため、相談窓口において被

害者の安全確保と生活の安定に向

けた助言・支援を行います。女性

スタッフが応対することにより、

被害者が安心して悩みを打ち明け

ることのできる環境を確保しま

す。

今後、相談に対するニーズを踏ま

え、弁護士による法律相談や、休

日や夜間でも相談できる体制の整

備について検討します。

No． 事業内容 元年度目標

30

34

30

31

30

元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№

 

１０ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

引き続きネットワークの充実に

努め、適切な支援を実施する。

（高齢福祉課）

関係機関とのネット

ワークや連携を充実

し、特に支援を要する

様々な被害者に対して

適切な支援を実施し

た。

B B

引続き、福祉施設等との連携を

図り、虐待を受けた障害者の一

時的な保護するための居室の確

保など、障害者の擁護に対応す

る。（障害福祉課）

福祉施設と連携し、障

害者の虐待防止及び緊

急一時保護の目的で施

設を２箇所確保し、障

害者の擁護に対応し

た。

C B

引き続き、個々のケースに対応

できるよう、東京都や福祉施設

等と連携を図る。（子育て支援

課）

引き続き、母子の安全

確保のため、状況に応

じて警察や女性相談セ

ンターと連携し、緊急

時に備え民間シェル

ターや母子生活支援施

設を確保した。

B B

福祉施設等との連携を強化し、

福祉施設等を活用した確実な保

護の実施を行う。（生活福祉

課）

福祉施設等との連携を

強化し、福祉施設等を

活用した確実な保護の

実施を行えた。

A A

被害者の支援に

係る情報の取扱

いへの留意

全課

民間シェルター

への支援

子育て支援課

配偶者暴力相談

支援センター機

能の検討

子育て支援課

被害者の自立の

ための支援

子育て支援課

市内居住希望者

に対する支援

子育て支援課

B

41

配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護を図るため、ＤＶ防止法

に基づく配偶者暴力相談支援セン

ター機能を備えるよう検討しま

す。

43

被害者の一時保護施設等退所後の

生活基盤を確保し、自立した生活

を再建するため、市内在住希望者

に対する住宅確保の支援を行いま

す。

引き続き被害者の安全確保を最

優先しつつ、最大限の支援を行

う。

（子育て支援課→地域

福祉課）

引き続き被害者の安全

確保を最優先しつつ、

最大限の支援を行っ

た。

B B

42

被害者がＤＶの被害から完全に逃

れ、経済的に自立することを支援

するため、被害者の状況に応じ

て、職業訓練や自立支援給付金事

業などひとり親家庭に対する各種

支援制度を活用します。

引き続き関係機関及び施設との

連携により被害者の自立を促

す。

自立支援教育訓練給付

金２件、高等職業訓練

促進給付金３件、高等

職業訓練終了支援給付

金１件を支給し、ひと

り親家庭の支援を行っ

た。なお、支援を行っ

た家庭にDV被害者は

居なかった。

B

引続き、配偶者暴力相談支援セ

ンター機能について研究を行

う。

（子育て支援課→地域

福祉課）

引き続き、配偶者暴力

相談支援センター機能

について研究を行う。

B

A A

B

B

40

保護を求める被害者の緊急一時保

護を確実に行うため、民間の緊急

一時保護施設運営事業者に対する

補助事業を実施します。この事業

を通して、民間シェルターの安定

的運営を支援します。

引き続き、東京多摩地域民間

シェルター連絡会の安定運営の

ために補助金を交付する。

東京多摩地域民間シェ

ルターが元年度末で解

散となったため、補助

金交付は元年度で終了

となった。

B

38

特に支援を要す

る様々な被害者

への対応

特に支援を必要とする外国人、高

齢者、障害者等の被害者を確実に

保護するため、福祉施設等との連

携を図り、必要に応じて施設の活

用について検討します。

高齢福祉課

障害福祉課

子育て支援課

生活福祉課

39

被害者が加害者に居所を知られる

ことなく生活できるように支援す

るため、住民基本台帳の閲覧や住

民票交付等の取扱いには十分留意

します。また、国民健康保険、介

護保険、児童手当など住民基本台

帳の情報に基づいて事務処理を行

う部署においても、情報管理を徹

底します。

引き続き、ＤＶ被害者の個人情

報の取扱いには気を付けて、関

係各課で連携しながら業務をこ

なしていく。

各課の業務において、

個人情報等の取扱いに

は十分に配慮してお

り、必要に応じて関係

各課で情報を共有し

た。

35

36

令和2～6年度

第四次
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No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

 

１１ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

引き続き関係機関及び施設との

連携により被害者の自立を促

す。（子育て支援課）

母子生活施設入所中の

母子が自立を目指し退

所した。（1世帯）
B B

母子相談員、子ども家庭支援セ

ンター等との連携を図り、保育

所に入所する必要がある児童に

ついては、優先して保育所に入

所できるよう現行の体制を継続

する。（子ども育成課）

母子相談員、子ども家

庭支援センター等との

相談を通して、必要に

応じて優先的に保育所

に入所することができ

るようにしている。

B B

子育て支援課

子ども育成課

教育総務課

各種関係機関との連携を強化

し、問題発生時に速やかに対応

できる体制作りを進める。（教

育総務課）

各種関係機関との連携

を強化し、問題発生時

に速やかに対応できる

体制作りを進めた。

B B

関連する法制度

の運用

全課

民生・児童委員からＤＶ等に関

する相談があった場合は、関係

機関や関係各課につなぎ、情報

共有と対策について検討してい

く。（地域福祉課）

令和元年度実績なし B B

「地域ケア会議」を更に充実さ

せ、関係機関との連携強化に努

める。（高齢福祉課）

「地域ケア会議」の機

能と目的を更に充実さ

せ、関係機関との連携

を強化した。

C B

引続き、ＤＶをはじめとする暴

力や人権被害の解決に向けて、

警察や東京都等の関係機関、市

医師会等の医療関係者や民生・

児童委員等の福祉関係者との連

携を強化する。（障害福祉課）

障害者虐待、ＤＶ、人

権被害の解決に向け

て、社会福祉協議会の

権利擁護担当、警察、

東京都等の関係機関及

び医療関係者や障害福

祉サービス事業所を強

化して対応した。

B B

各種関係機関や施設との情報共

有を行い、様々なケースの被害

に対応できる体制を作る。（子

育て支援課）

要保護児童対策地域協

議会において、面前

DVで心理的虐待を受

けた児童の支援につい

て検討し、情報共有を

図った。

B B

福祉関係者との連絡会等で情報

の収集及び発信を行い、更なる

連携の強化を図る。（生活福祉

課）

福祉関係者との連絡会

等で情報の収集及び発

信を行い、更なる連携

の強化を図った。

A A

庁内各部署の連

携の強化

子育て支援課

C

A A

B

46

関係機関との連

携強化

ＤＶをはじめとする暴力や人権被

害の解決に向けて、警察や東京都

等の関係機関、市医師会等の医療

関係者や民生・児童委員等の福祉

関係者との連携を強化します。必

要に応じて、関係機関による行政

機関等連絡会を開催します。

地域福祉課

高齢福祉課

障害福祉課

子育て支援課

生活福祉課

47

相談や関係窓口で対応する担当者

がそれぞれの部署の職責に応じた

適切な対応ができるようにするた

め、庁内連携組織を設置します。

庁内関係部署間の連携を通して、

被害者が支援を受ける際に必要な

各種手続の簡素化・一元化を検討

します。

引き続き連絡会組織による連携

を図る。

（子育て支援課→地域

福祉課）

引き続き連絡会組織に

よる連携を図った。

44

子どもがいる家

庭に対する支援

子どもがいる被害者が子どもとと

もに安心して生活できるようにす

るため、学校や保育園等の関係機

関との連携により、子育てや教育

相談体制を充実させます。

また、被害等により子どもを通常

どおり就学させることが困難な家

庭に対して、就学援助や就学相談

を行います。

45

被害者が加害者に居所を知られる

ことなく生活できるように支援す

るため、国民健康保険、介護保

険、児童手当等について、住民票

の異動を経なくてもサービスの利

用ができるように、弾力的な運用

を図ります。運用に当たっては、

各関係部署の連携を密にします。

引き続き、個人情報の取扱いに

十分注意しながら、関係各課の

連携を強化して被害者が安心し

て生活できる環境作りを整備し

ていく。

関係各課による連携や

情報共有を行い、DV

被害者が安心して必要

なサービスを受けられ

る体制が整備されてい

る。

38

36

37

36

令和2～6年度
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No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

 
 

 

１２ 



 
 

⑷セクシュアル・ハラスメントや性犯罪の防止と被害者の支援 

事業名 目標値

担当課 現状値

セクシュアル・

ハラスメント、

ストーカー行為

防止に向けた広

報・啓発

協働推進課

性暴力の根絶に

向けた広報・啓

発の推進

協働推進課

セクシュアル・

ハラスメント、

性犯罪、ストー

カー行為等の被

害者支援の充実

引き続き相談事業を毎月実施

し、男女共同参画やジェンダー

の視点を持った専門的立場から

の助言を行う相談を実施すると

ともに、窓口の周知を積極的に

行い、市民が気軽に利用できる

よう努める。（協働推進課）

女性弁護士による法律

相談と、心の保健室に

ついて、相談日を毎月

市報に掲載したほか、

情報誌YOU・Iと緑が

丘ふれあいセンターの

パンフレットに窓口の

情報を掲載し、市内各

方面に配布した。

B B

協働推進課

子育て支援課

引き続き、相談室（個室）を利

用した相談業務を行っていく。

（子育て支援課）

（子育て支援課→地域

福祉課）

女性特有の相談には個

室相談を実施し、危険

回避を図った。

B B

庁内等における

セクシュアル・

ハラスメント苦

情相談・苦情処

理体制の充実

武蔵村山市職員ハラスメント防

止の指針に基づき、引き続き苦

情相談・苦情処理体制の充実を

図る。（職員課）

ハラスメントの相談等

に対し、迅速かつ適切

に対応した。
B B

職員課

教育指導課

各小・中学校にセクシュアル・

ハラスメント相談担当教員を男

女それぞれで設置し、被害者か

らの相談に迅速に対応する体制

を整備するとともに、その実態

調査を行う。（教育指導課）

各小・中学校において

セクシュアル・ハラス

メント相談担当教員を

設置し、事案発生時に

対応する体制を整え

た。

B B

52

就労の場（市役所）、教育の場

（学校）においてセクシュアル・

ハラスメントが発生した場合に

は、被害者からの相談を受けて迅

速に対応することのできる苦情処

理体制を整備します。

50
性暴力、性犯罪の実態についての

広報や関係法令の周知等を通し

て、性犯罪の根絶を図ります。
C

パネル展以外の方法で啓発活動

を行う。

性暴力、性犯罪防止に

関するパネル展の開催

や、情報誌等により啓

発を行った。

B

C

51

セクシュアル・ハラスメントや性

犯罪、ストーカー行為の被害者が

二次被害を受けることを防ぐた

め、相談員の資質向上に努めると

ともに、プライバシー保護に配慮

した相談窓口の運営や臨床心理士

等による相談の実施について検討

します。

市内のあらゆる場におけるセク

シュアル・ハラスメントやストー

カー行為の発生防止に向けて、市

報や市ホームページ等の様々な手

段や機会を活用して情報を提供

し、意識啓発に努めます。

国際ガールズデーや女性に対す

る暴力をなくす運動の期間に合

わせ、パネル展以外の方法で啓

発活動を行う。

Wリボンプロジェクト

として女性に対する暴

力をなくす運動、児童

虐待防止にちなみパー

プル&オレンジライト

アップを実施した。

また、市役所等でもパ

ネル展を実施した。

年1回
（職員

課・教育
指導課）

B

48

職員課

教育指導課

各小・中学校において、教職員

一人一人がハラスメント防止の

意識をもつよう、年間２回の研

修会を実施する。（教育指導

課）

各小・中学校におい

て、服務事故防止研修

を通じてセクシュア

ル・ハラスメントの発

生防止に係る研修会

を、全教職員を対象に

年間２回実施した。

1回（職
員課）
2回（教
育指導
課）

C

D C

B

49

庁内等における

セクシュアル・

ハラスメント対

策【重点事業】

就労の場（市役所）、教育の場

（学校）におけるセクシュアル・

ハラスメントの発生防止に向け

て、市職員及び教職員に対するセ

クシュアル・ハラスメント防止研

修等を実施します。

【重点目標】

セクシュアル・ハラスメント防

止研修の実施

引き続き、東京都市町村職員研

修所が実施する研修への職員派

遣を実施する。（職員課）

課長新任研修（公務員

倫理・ハラスメントの

防止・メンタルヘル

ス）で　５人派遣

27

21

20

22

23

令和2～6年度
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平成
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令和
元年度
評価

 
 

 

 

１３ 



 
 

基本目標３ 様々な分野における男女共同参画の推進 

 
⑴ 政策・方針決定過程への女性の参画促進 

事業名 目標値

担当課 現状値

市役所における

女性管理職登用

の促進

職員課

広聴機会の充実

秘書広報課

女性リーダー育

成

協働推進課

農業、自営業へ

の男女共同参画

産業振興課

市内事業所にお

ける女性登用の

促進

協働推進課

女性教員の管理

職登用の促進

教育指導課

D D

B

56

地域活動の活動方針の決定過程等

を中心的に担うリーダーや役員等

への女性の参画を促すため、女性

リーダーを育成する研修・講座を

開催します。また、研修・講座参

加者のネットワークづくりを支援

します。

教員としてのライフステージを

具体的に描き、志をもって職務

に励むことができるよう、該当

する教員に対し、管理職への受

験を積極的に促していく。

各小・中学校長を通し

て該当する教員へ具体

的に受験を促した。令

和元年度は、校長職選

考において、5名中1

名女性が受験した。

B B

58

市内事業所における方針決定過程

への女性の参画を促進するため、

積極的改善措置（ポジティブ・ア

クション）の導入等に関する情報

提供を行います。

57

農業、自営業分野において女性が

果たしている役割の重要性に照ら

して、女性が業務に参加・協力す

るだけではなく、経営に参画でき

るように働きかけを行います。

併せて、農業、自営業分野の女性

を取り巻く労働条件、生活環境の

改善に向けた情報提供に努めま

す。

昨年度同様、認定農業者申請者

に対し家族経営協定締結を働き

かけ、効率的、かつ、安定した

農業経営ができるよう促す。

認定農業者の新規申請

者に対し、家族経営協

定について説明を行っ

たが、協定締結までに

は至らなかった。

今後も、女性が農業経

営に積極的に参加でき

るようＰＲを行ってい

く。

B

女性リーダーを育成する講座・

交流会を実施するほか、起業な

どのキャリアアップを支援する

講座を実施する。

プチ起業フェスタにつ

いてはコロナウィルス

拡大のため実施を見

送ったが、起業のタネ

講座を2回実施した。

C

B C

C

C

55

市民の市政への参画意識の高揚を

図り、政策・方針決定過程に女性

が参画しやすい環境を整備して女

性の視点を市政全般に反映させる

ため、広聴機会の充実に努めま

す。

市民と市長のタウンミーティン

グにおいて保育サービスを継続

し、子育て世代の市民が参加し

やすい環境に配慮した回を設定

することで、女性の参画を促し

ていく。

令和元年５月及び１１

月にタウンミーティン

グを実施した。

5月の総合センター開

催分にて保育付きを実

施した。（申込無）

C

40%

C C

企画政策課

協働推進課
31.9%

54

本市の政策・方針決定過程への女

性の参画を促進するため、職員に

対し、管理職試験の受験を促しま

す。

引き続き対象者に受験を促し、

女性管理職の割合が向上するよ

う努める。

対象者に管理職試験の

受験を促したが、女性

の管理職昇任者はいな

かった。

53

各種審議会等へ

の女性の参画促

進【重点事業】
審議会等の委員構成が男女いずれ

か一方の性に偏ることのないよう

にするため、絶えず委員の登用状

況を見直します。

【重点目標】

審議会等委員の女性割合

各附属機関等における公募委員

の登用を推進するため、「公募

委員無作為抽出制度」を創設

し、運用を開始する。

（企画政策課・協働推

進課→行政経営課・協

働推進課）

18歳以上の市民2，

500人を無作為抽出

し、公募委員候補者名

簿への登録に関する依

頼を送付した結果、登

録を希望した60人を

名簿として整備し、令

和元年10月から、制

度の運用を開始した。

令和元年度末までに、

本制度による公募委員

を2名登用した。

市ホームページやフェイスブッ

クでポジティブ・アクションの

意味や内容を啓発する。

緑が丘ふれあいセン

ターにおいて、新聞の

記事を切り貼りし展示

することで啓発をし

た。

「女性のためのチャレ

ンジ相談会」や「起業

のたね」などの事業を

行い、女性登用の促進

を図った。

59

教育の場における方針決定過程へ

の女性の参画を促進するため、女

性教員に対し、管理職試験の受験

を促します。

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度
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１４ 



 
 

⑵地域社会における男女共同参画の推進 

事業名 目標値

担当課 現状値

男女共同参画の

推進を担う地域

活動団体の育成

と連携【重点事

業】

2団体

協働推進課 １団体

60

地域における男女共同参画を推進

するため、地域で男女共同参画社

会の実現に向けた公益的な活動を

行う市民グループ（団体）を育成

するとともに、連携を強化しま

す。

【重点目標】

男女共同参画団体の発足数

緑が丘ふれあいセンターの事業

で、センターを利用している団

体の活動紹介やブース出展等の

機会を設け、男女共同参画の活

動について意識作りを行う。

緑が丘ふれあいセン

ターに利用団体の紹介

コーナーを設けてお

り、事業実施を通じて

各種団体との連携をし

ている。子育て支援団

体１団体育成。秋にイ

ベントを開催した。

D C

No．

58

事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№

 
⑶防災分野における男女共同参画の推進 

消防団、自主防

災組織への女性

の参画促進

防災安全課

男女共同参画の

視点に立った地

域防災計画の推

進

防災安全課

避難所における

男女共同参画の

推進

防災安全課

防災会議委員へ

の女性の登用

【重点事業】

4人

防災安全課 4人

B

63

C

B

B

64

男女共同参画の視点を踏まえた災

害対応を図り、災害発生時の女性

の人権を擁護するため、市防災会

議委員に女性を積極的に登用しま

す。

【重点目標】

防災会議の女性委員数

現在の状況を維持する。

災害発生時の女性の人

権を擁護するため、市

防災会議委員を現状維

持した。

A

62

男女共同参画の視点を踏まえた災

害対応を図るため、地域防災計画

の見直しに当たっては、男女共同

参画の視点を反映させます。

来年度に地域防災計画（平成

26年3月修正）の見直しを行

う。前年に引続き男女共同参画

の視点を反映させた準備を実施

していく。

C

災害発生時の女性の人権を擁護す

るため、避難所の運営に女性を参

画させるよう検討します。

市内小学校2校（第一小学校、

雷塚小学校）を選定し実際に避

難所に合わせた運営マニュアル

を策定していく。検討委員会で

は女性委員も参加予定である。

検討委員会では女性委

員も参加させ、検討を

実施した。
B

61

防災分野における固定的な性別に

よる役割分担意識の解消のため、

消防団への女性の入団を促進しま

す。また、自主防災組織への男女

双方の参画を促します。

女性消防団に関しては、目標値

である10名の参画に引き続き

入団を推進していく。

自主防災組織に関しては、男女

双方の参画を今まで同様促して

いく。

元年度は、入団0人、

退団2人で合計5名と

なった。引き続き、

10名の団員確保をめ

ざし活動していく。

自主防災組織への女性

の参画は高いものと思

われる。引き続き男女

双方の参画をお願いし

ている。

B

防災会議では北多摩防

火女性の会に参加の依

頼を行い、防災訓練及

び地域防災計画修正に

御意見を頂いた。

61

60

11

62

 
⑷国際理解・国際交流の推進 

 

国際ガールズ・

デーに連動した

国際交流イベン

トの開催【重点

事業】

１回

協働推進課 １回

国際交流の推進

と外国都市との

友好交流の促進

広く市民を対象にした国際交流

事業の実施を検討する。（協働

推進課）

市内の高校生を対象に

横田基地英語ツアーを

実施し、文化交流を

図った。（参加者39

名）

また、国際理解講座を

開催し、モンゴル文化

への理解の促進を図っ

た。

A A

協働推進課

教育指導課

各小・中学校の児童・生徒が横

田基地内の学校（メンデル小学

校・ウエスト小学校・ヨコタミ

ドルスクール）との交流事業を

実施し、国際理解教育を推進す

る。（教育指導課）

第七小・第五中におい

て横田基地内の学校と

の交流を通じて国際理

解教育を行った。

C C

66

市民が諸外国の生活習慣や文化に

接し、外国人との親善交流を通じ

て相互の理解を深め、国際的視野

を持つことを支援するため、市内

在住外国人や横田基地住民との交

流や青少年の海外派遣、国際理解

教育推進事業（外国青年英語教育

推進事業）等を通した友好交流を

促進します。

65

開発途上国を中心とした世界の

国々における女子（１８歳未満）

の境遇を理解し、女子の持つ可能

性についての社会的意識を向上さ

せるため、国連が平成２３年に定

めた「国際ガールズ・デー」にち

なんだ国際交流イベントを緑が丘

ふれあいセンターで開催します。

【重点目標】

イベントの開催回数

国際ガールズデーに合わせて映

画の上映やワークショップを開

催するほか、パネル展示やフェ

イスブックによる啓発を行う。

国際ガールズデーのパ

ネル展を実施した。

また、パンフレットの

配布やSNSで啓発を

行った。

B B 56

55

 
 

 

１５ 



 
 

基本目標４ 就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進 

 
⑴男女とも多様な働き方のできる社会の形成  

事業名 目標値

担当課 現状値

市民・事業者に

向けた情報提供

産業振興課

復職・再就職等

を支援する講座

の開催【重点事

業】

年１回

協働推進課 １０回

女性の起業に関

する情報提供・

支援

協働推進課

B69

家庭生活と仕事を両立する働き方

として起業（企業・ＮＰＯ）を目

指す女性を支援するため、起業に

関する情報提供や相談等を行いま

す。

引き続き、就労支援・創業支援

を行っていく。また、女性が積

極的に創業・再就職等に踏み出

せるための意識啓発を行ってい

く。

ウェイメンズチャレン

ジプロジェクトキャリ

アアップ講座として起

業のたねvol.2を2回実

施した。

創業・起業相談として

女性のためのチャレン

ジ相談会を実施した。

B

C

事業者に対しては、商

工会を通じて、東京都

労働相談情報センター

等が発行する労働環境

啓発資料の情報提供を

行った。

市民に対しても、市民

向けの啓発情報やパン

フレットの提供を行っ

た。

B

68

復職・再就職を希望する市民が円

滑に職場復帰・再就職できるよう

にするため、男女共同参画セン

ター「ゆーあい」で復職・再就職

に当たって必要なビジネススキル

等を解説する講座を行います。

【重点目標】

講座の開催回数

事業を実施するにあたり、充分

な広報を行い、集客を高める。

ウェイメンズチャレン

ジプロジェクトキャリ

アアップ講座として保

育サポーター養成講座

（全8回）と再就職セ

ミナー（全2回）実施

した。

B A

67

就労の場における男女平等の取扱

いを徹底するとともに、就労形態

による差別を防止するため、市内

事業者に対して各種制度や多様な

働き方に関する情報提供を行い、

均等待遇に向けた理解を促しま

す。

市民に対しては、非正規雇用の現

状やパートタイム労働法、労働者

派遣法の内容など多様な労働形態

についての情報提供を行います。

昨年度同様にチラシやパンフ

レットの配布により、市内事業

所等に対し、就労の場における

均等待遇に向けた理解等につい

て啓発していく。

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

令和2～6年度

第四次
計画№

17

1

3

 
⑵ワーク・ライフ・バランスの推進 

引き続き、就労支援・創業支援

を行っていく。また、女性が積

極的に創業・再就職等に踏み出

せるための意識啓発を行ってい

く。（協働推進課）

ウイメンズチャレンジ

プロジェクトキャリア

アップ講座として保育

サポーター養成講座や

女性のための再就職セ

ミナーを実施した。

B B

今年度もマザーズハローワーク

などと連携を図り、女性の就職

支援を行っていく。

また、「武蔵村山市地域人材確

保・育成支援事業」において、

職場環境改善を含めた女性の就

労支援を行っていく。（産業振

興課）

「武蔵村山市地域人材

確保・育成支援事業」

においては、経営者及

び従業員に対しセミ

ナーを開催し、職場環

境の改善、女性の就労

支援を行った。

B B

引き続き、現役世代の介護負担

軽減につながるよう、介護予

防・日常生活支援総合事業の実

施・充実に努める。（高齢福祉

課）

現役世代の介護負担を

軽減させること等を目

的に、介護予防・日常

生活支援総合事業の実

施・充実に努めた。

B B

女性が育児のために仕事を辞め

ることのないよう、保育所等に

おける保育サービスを実施する

とともに、待機児童の減少を目

指す。（子ども育成課）

女性が育児のために仕

事を辞めることのない

よう、保育所等におけ

る保育サービスを実施

した。

待機児童数（旧定義）

平成31年4月  57人

平成30年4月  47人

平成29年4月　27人

C C

70

ワーク・ライ

フ・バランスの

実現に向けた就

労支援

女性が家事、育児、介護の負担の

ために仕事を辞めることなく就労

を継続したり、一度仕事を辞めた

女性が円滑に再就職できたりする

ようにするため、育児・介護サー

ビスを充実させるとともに、再就

職に役立つ情報提供や就労に関す

る相談等の支援を行います。

協働推進課

産業振興課

高齢福祉課

子ども育成課

13

 
 

 

１６ 



 
 

事業名 目標値

担当課 現状値

職場環境の見直

し、意識改革の

推進

産業振興課

ワーク・ライ

フ・バランス推

進事業所の認定

【重点事業】

１企業

協働推進課 ０企業

地域活動への支

援

協働推進課

多世代の交流支

援

協働推進課

引き続き広報活動により市民へ

の周知を図り、庁内外で開催さ

れる研修等を受講し、支援の充

実を図る。（地域福祉課）

令和元年度婦人相談員

会議及び研修に参加し

た。
B B

引続き今年度も、障害者の一般

就労の機会の拡大を図るととも

に、障害者が安定して働き続け

られるよう身近な地域において

就労・生活面の支援を一体的に

提供する。また、授産施設等へ

の働きかけを行い、福祉的就労

から一般就労への意識付けを

行っていく。（障害福祉課）

 障害者の一般就労の

機会の拡大を図るとと

もに、障害者が安定し

て働き続けられるよう

身近な地域において就

労・生活面の支援を一

体的に提供する。ま

た、授産施設等への働

きかけを行い、福祉的

就労から一般就労への

意識付けを行った。

B B

高等技能訓練促進事業や自立支

援教育給付金事業で経済的な自

立や就労支援を行う。（子育て

支援課）

自立支援教育訓練給付

金２件、高等職業訓練

促進給付金３件、高等

職業訓練終了支援給付

金１件を支給した。

B B

事業対象者の技能習得や相談等

の支援の質を向上させる。

ワーク・ライフ・バランスの実

現に向けた相談の機会の更なる

充実を図る。（生活福祉課）

事業対象者の技能習得

や相談等の支援の質を

向上させる。

ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けた相

談の機会の更なる充実

を図れた。

B B

75

特に支援を要す

る市民に対する

支援の充実

生活上の困難を抱えるひとり親家

庭、障害者とその介助者等が経済

的に自立するため、就労に向けた

技能取得や相談等の支援を行いま

す。また、こうした市民のワー

ク・ライフ・バランスの実現に向

けて、相談の機会を設ける等の支

援を行います。

地域福祉課

障害福祉課

子育て支援課

生活福祉課

B

74

男女とも多くの市民が自ら居住す

る地域で個性や能力を生かして地

域活動に参加できるようにするた

め、地域で高齢者と子どもたちが

集い、ともに学んだり活動したり

できる場を設けます。

引き続き、トークやアートな

ど、多世代の交流を図り、多様

性を受け入れることを目的とし

た講座を開催する。

ゆーあいサマーこども

フェスティバルを実施

し、地域団体、出店の

アシスタントとして子

どもボランティアが活

躍した。

B B

73

男女とも地域で趣味や余暇を生か

した活動に参加し、心豊かな生活

が実現できるようにするため、自

治会活動、ＮＰＯ活動、地域活動

等を支援します。

引き続き市内の自治会に対し補

助金の交付を行っていくととも

に、ボランティア・市民活動セ

ンターと連携し、男女ともに充

実した市民活動を行える環境作

りやＮＰＯ支援を行う。

市民活動団体の活動紹

介の場として、元気

フェスタを開催したほ

か、市内の自治会に対

し自治会活動費補助金

を交付した。

B

B

72

ワーク・ライフ・バランスの推進

に関する機運を高めるため、市内

で従業員のワーク・ライフ・バラ

ンスに積極的に取り組んでいる事

業所の情報を収集します。また、

顕著な効果を挙げている市内中小

事業所をワーク・ライフ・バラン

ス推進事業所と認定して、取組を

支援することを検討します。

【重点目標】

認定企業数

認定制度の実施について、地域

の実情にあった制度の構築を検

討する。

認定制度の構築を検討

した。 D C

71

市民が自ら希望する形でワーク・

ライフ・バランスを実現させるこ

とを支援するため、国や東京都等

の関係機関との連携により、市内

事業所の労働時間の柔軟な取扱い

の推進や育児・介護休業取得環境

の整備等の取組への支援と啓発を

行います。

引き続き労働環境に関する情報

発信を継続していく。

また、「武蔵村山市地域人材確

保・育成支援事業」において、

働き方や育児休業等に対する職

場環境の改善支援を行ってい

く。

ハローワーク及び東京し

ごとセンターから提供さ

れる情報やパンフレット

の提供を行った。

また、東京都労働相談情

報センター等の発行する

労働環境啓発資料の提供

を行った。

「武蔵村山市地域人材確

保・育成支援事業」にお

いては、経営者及び従業

員に対しセミナーを開催

し、働き方や育児休業等

に対する職場環境の改善

支援を行った。

B

59

59

14

19

18

令和2～6年度

第四次
計画№

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

 

１７ 



 
 

⑶男性の家事・育児・介護への参加の促進 

事業名 目標値

担当課 現状値

長時間労働縮減

に向けた啓発

産業振興課

家庭内での男女

平等意識の推進

協働推進課

男性の育児・介

護休業取得に向

けた啓発・支援

と事業者への働

きかけ

協働推進課

モ デ ル ケー スの

紹 介 【 重 点 事

業】
２回

協働推進課 １回

C

79

男性の家庭生活への参画意識を高

め、家事・育児等を実践すること

を支援するため、既にワーク・ラ

イフ・バランスを実践している男

性市民をモデルケースとして紹介

します。

【重点目標】

ワーク・ライフ・バランス講

座、パネル展の開催回数

ワーク・ライフ・バランスのモ

デルケースとなる男性を、市

報、ホームページ、ＳＮＳ、情

報誌ＹＯＵ・Ｉ等の媒体を用い

て市民へ発信する。

コロナウイルスの影響

により、ワーク・ライ

フ・バランスのモデル

ケースとなる男性の紹

介はできなかったが、

父子料理講座を実施

し、男性の家庭生活へ

の参画意識の向上を

図った。

C C

78

男性の育児・介護休業の取得を促

すため、市報や市ホームページ等

の各種媒体を用いて休業の対象者

である男性従業員や市内事業者に

向けた制度の周知に努めます。

男性の育児休暇取得について、

ホームページ、ＳＮＳ等の媒体

を用いて市民への啓発を行う。

緑が丘ふれあいセン

ターにおいて、育児・

介護休業の新聞記事を

展示し、啓発を行っ

た。

C

B B

77

男女が共に家庭責任を担い、仕事

と家事・育児を両立できるように

するため、講座等を通して特に男

性の育児への参加を促し、夫婦で

協力して子育てに取り組むことを

支援します。

引き続き男性を対象にした、家

事や生活自立支援の講座を実施

する。

男性・子どもの自立支

援としてパパと子ども

で料理チャレンジ講座

を実施した。

B B

76

市内の事業所に対し、従業員の長

時間労働の縮減と年次有給休暇の

取得促進に関する啓発を行いま

す。

引き続き、広報紙、ホームペー

ジを活用して広く市民に周知・

啓発を行う。

また、「武蔵村山市地域人材確

保・育成支援事業」において、

長時間労働などの職場環境の改

善支援を行っていく。

東京都労働相談情報セ

ンター等の発行する労

働環境啓発資料の提供

を行った。

また、「武蔵村山市地

域人材確保・育成支援

事業」においては、経

営者及び従業員に対し

セミナーを開催し、長

時間労働等に対する職

場環境の改善支援を

行った。

11

12

10

12

令和2～6年度

第四次
計画№

No． 事業内容 元年度目標 元年度実施内容

平成
30年度

評価

令和
元年度
評価

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 



５ 5年間の推進状況と総合評価 

計画期間の平成２７年度から令和元年度の推進状況を分析し、総合評価を行います。各年度 

との比較を行いやすくするため、A～Eの評価を 5～1の数字に置き換えています。 

A=5 B=4 C=3 D=2 E=1 

 

総合評価については、計画 5年間の数値を合計し、総合評価を算出しています。 

25～23 点＝A 22～18点＝B 17～13 点＝C 12～8 点＝D 7～5＝E 

 

基本目標１ 男女平等の意識づくり 

 

基本目標２ 男女の人権の尊重 

 

 

事業名 担当課 目標値

1
男女平等に関する各種情報の提供

【重点事業】男女共同参画情報誌「YOU・I」の配布企業数
協働推進課 30企業 3 5企業 3 5企業 3 5企業 3 5企業 4 20企業 16 C

2 男女平等の視点での市刊行物の見直し 全課 3 3 3 3 3 15 C

3 メディア・リテラシーを育成する学習機会の充実 協働推進課 3 1 2 2 2 10 D

4 地域における男女平等の啓発 協働推進課 4 4 4 3 3 18 B

5 男女共同参画週間事業の実施 協働推進課 4 4 4 4 4 20 B

協働推進課 4 4 5 5 5 23 A

文化振興課 4 4 3 3 3 17 C

7 人権尊重教育の推進 教育指導課 4 4 3 3 4 18 B

8 教職員研修 教育指導課 4 4 3 3 4 18 B

9
男女平等の視点に基づく進路指導の充実と

キャリア教育の推進
教育指導課 4 4 3 3 3 17 C

10 事業主等への要請 協働推進課 3 3 4 3 4 17 C

11 職員への男女平等研修の実施 職員課 3 3 3 4 4 17 C

12
育児・介護休業取得に向けての環境づくり
【重点事業】男性職員の育児休業取得率

職員課 10% 3 0% 3 0% 4 14.3% 4 16.7% 4 22.2% 18 B

13 市内事業所との意見交換会 協働推進課 1 1 3 3 3 11 D

14
センターの周知

【重点事業】センター認知度
協働推進課 80% 4 不明 3 不明 3 26% 3 10.7% 3 不明 16 C

15 センターの機能の充実 協働推進課 4 4 4 4 4 20 B

16 センターの事業内容の充実 協働推進課 4 4 5 5 5 23 A

17 センタースタッフの育成 協働推進課 4 4 5 5 5 23 A

総合評価

6 学習機会の提供の充実

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

合計点数 63 60 64 63 67

事業名 担当課 目標値

協働推進課 3 3 3 3 3 15 C

教育指導課 4 4 3 3 4 18 B

19
性的少数者に関する講座の開催
【重点事業】講座の開催回数

協働推進課 1回 2 0回 3 0回 2 0回 2 0回 3 1回 12 D

20 小・中学校における個別的支援 教育指導課 4 4 3 3 4 18 B

21 学習機会の提供の充実 健康推進課 3 3 4 4 4 18 B

健康推進課 70人 3 30人 3 30人 3 26人 4 26人 4 164人 17 C

スポーツ振興課 40,000人 4 84,729人 4 84,724人 4 88,533人 4 89,313人 4 85,089人 20 B

23 疾病の予防と健診事業の充実 健康推進課 4 4 3 4 4 19 B

24 健康相談の充実 健康推進課 3 3 2 2 4 14 C

25 更年期を理解するための情報提供 健康推進課 3 3 3 3 4 16 C

26 妊産婦のための相談体制の充実 健康推進課 4 4 4 4 4 20 B

27 女性に対する健（検）診事業の充実 健康推進課 4 4 3 4 4 19 B

28 健診等による被害者発見時の対応 健康推進課 4 4 3 4 4 19 B

地域福祉課 4 4 4 4 4 20 B

子育て支援課 3 3 4 4 4 18 B

教育総務課 3 3 4 4 4 18 B

教育指導課 3 3 3 3 4 16 C

協働推進課 3 3 4 4 4 18 B

子育て支援課 1 3 3 3 4 14 C

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

30 全国的な運動週間と連動した集中的な啓発

18 年代に応じた性教育の推進

22
心とからだの健康づくりの推進

【重点事業】・健康教室参加者数
　　　　　　　　・総合体育館の利用者数

29 被害者発見時の通報の周知

総合評価

１９ 



 

基本目標３ 様々な分野における男女共同参画の推進 

 
 
 
 
 

 

事業名 担当課 目標値

協働推進課 3 3 3 3 3 15 C

子育て支援課 3 3 3 4 4 17 C

協働推進課 3 3 3 3 3 15 C

教育指導課 3 3 3 3 5 17 C

文化振興課 3 3 3 4 4 17 C

協働推進課 3 4 4 4 4 19 B

子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

34 相談員の資質向上 子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

高齢福祉課 4 4 4 4 4 20 B

障害福祉課 3 3 3 4 4 17 C

子育て支援課 3 3 4 4 4 18 B

生活福祉課 4 3 4 5 5 21 B

36 相談機関の周知 子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

37 被害者の安全確保 子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

高齢福祉課 3 4 4 4 4 19 B

障害福祉課 3 3 3 3 4 16 C

子育て支援課 3 3 4 4 4 18 B

生活福祉課 3 3 4 5 5 20 B

39 被害者の支援に係る情報の取扱いへの留意 全課 5 5 5 5 5 25 A

40 民間シェルターへの支援 子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

41 配偶者暴力相談支援センター機能の検討 子育て支援課 2 3 4 4 4 17 C

42 被害者の自立のための支援 子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

43 市内居住希望者に対する支援 子育て支援課 3 3 4 4 4 18 B

子育て支援課 4 4 4 4 4 20 B

子ども育成課 4 4 4 4 4 20 B

教育総務課 3 3 4 4 4 18 B

45 関連する法制度の運用 全課 5 5 5 5 5 25 A

地域福祉課 4 4 4 4 4 20 B

高齢福祉課 3 4 4 3 4 18 B

障害福祉課 3 3 3 4 4 17 C

子育て支援課 3 4 4 4 4 19 B

生活福祉課 4 3 4 5 5 21 B

47 庁内各部署の連携の強化 子育て支援課 4 4 4 3 4 19 B

48
セクシュアル・ハラスメント、

ストーカー行為防止に向けた広報・啓発
協働推進課 3 3 2 2 3 13 C

職員課 1回 2 0回 3 0回 4 1回 4 1回 4 1回 17 C

教育指導課 1回 4 2回 4 2回 3 2回 3 2回 4 2回 18 B

50 性暴力の根絶に向けた広報・啓発の推進 協働推進課　 3 3 3 3 3 15 C

協働推進課 3 4 4 4 4 19 B

子育て支援課 4 3 4 4 4 19 B

職員課 3 4 4 4 4 19 B

教育指導課 4 4 3 4 4 19 B

総合評価

合計点数 203 211 215 225 240

49
庁内等におけるセクシュアル・ハラスメント対策

【重点事業】セクシュアル・ハラスメント防止研修の実施

51
セクシュアル・ハラスメント、性犯罪、
ストーカー行為等の被害者支援の充実

52
庁内等におけるセクシュアル・ハラスメント苦情相談・

苦情処理体制の充実

38 特に支援を要する様々な被害者への対応

44 子どもがいる家庭に対する支援

46 関係機関との連携強化

32 若年層に対する暴力の防止に向けた教育の推進

33 相談業務の充実

35 被害者の状況に応じた相談機能の充実

令和元年度

31
意識啓発のための情報の提供・発信
【重点事業】DVについての認知度

90% 不明 不明 不明 不明 不明

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業名 担当課 目標値

53
各種審議会等への女性の参画促進

【重点事業】審議会等委員の女性割合
企画政策課・協働推進課 40% 3 28% 3 28.5% 3 29% 3 30.6% 3 31.9% 15 C

54 市役所における女性管理職登用の促進 職員課 3 3 3 4 3 16 C

55 広聴機会の充実 秘書広報課 3 5 3 3 3 17 C

56 女性リーダー育成 協働推進課 3 3 3 3 3 15 C

57 農業、自営業への男女共同参画 産業振興課 3 3 4 4 4 18 B

58 市内事業所における女性登用の促進 協働推進課 1 1 1 2 2 7 E

59 女性教員の管理職登用の促進 教育指導課 3 3 4 4 4 18 B

総合評価平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

２０ 



 
基本目標４ 就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 担当課 目標値

60
男女共同参画の推進を担う地域活動団体の育成と連携

【重点事業】男女共同参画団体の発足数
協働推進課 2団体 2 1団体 2 0団体 2 0団体 2 0団体 3 1団体 11 D

61 消防団、自主防災組織への女性の参画促進 防災安全課 4 4 4 4 3 19 B

62 男女共同参画の視点に立った地域防災計画の推進 防災安全課 1 1 1 3 4 10 D

63 避難所における男女共同参画の推進 防災安全課 4 4 4 4 4 20 B

64
防災会議委員への女性の登用

【重点事業】防災会議の女性委員数
防災安全課 4人 4 3人 4 2人 2 2人 5 4人 4 4人 19 B

65
国際ガールズ・デーに連動した国際交流イベントの開催

【重点事業】イベントの開催回数
協働推進課 1回 2 0回 3 1回 4 1回 4 1回 4 1回 17 C

協働推進課 3 3 4 5 5 20 B

教育指導課 3 3 3 3 3 15 C

総合評価

合計点数 42 45 45 53 52

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

66 国際交流の推進と外国都市との友好交流の促進

事業名 担当課 目標値

67 市民・事業者に向けた情報提供 産業振興課 2 2 3 3 4 14 C

68
復職・再就職等を支援する講座の開催

【重点事業】講座の開催回数
協働推進課 1回 3 1回 3 2回 4 3回 4 2回 5 10回 19 B

69 女性の起業に関する情報提供・支援 協働推進課 3 4 4 4 4 19 B

協働推進課 3 4 4 4 4 19 B

産業振興課 4 4 4 4 4 20 B

高齢福祉課 3 3 4 4 4 18 B

子ども育成課 4 4 3 3 3 17 C

71 職場環境の見直し、意識改革の推進 産業振興課 3 3 2 4 4 16 C

72
ワーク・ライフ・バランス推進事業所の認定

【重点事業】認定企業数
協働推進課 1企業 2 0企業 2 0企業 3 0企業 2 0企業 3 0企業 12 D

73 地域活動への支援 協働推進課 3 4 4 4 4 19 B

74 多世代の交流支援 協働推進課 4 4 4 4 4 20 B

地域福祉課 4 4 4 4 4 20 B

障害福祉課 3 3 3 4 4 17 C

子育て支援課 3 4 4 4 4 19 B

生活福祉課 3 3 4 4 4 18 B

76 長時間労働縮減に向けた啓発 産業振興課 2 3 2 4 4 15 C

77 家庭内での男女平等意識の推進 協働推進課 4 4 4 4 4 20 B

78
男性の育児・介護休業取得に向けた
啓発・支援と事業者への働きかけ

協働推進課 3 3 3 3 3 15 C

79
モデルケースの紹介

【重点事業】ワーク・ライフ・バランス講座、パネル展の
開催回数

協働推進課 2回 3 1回 3 1回 3 2回 3 2回 3 1回 15 C

総合評価

64 66 70 73

平成29年度 平成30年度 令和元年度

70 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた就労支援

75 特に支援を要する市民に対する支援の充実

合計点数 59

平成27年度 平成28年度

２１ 

 すべての基本目標の令和元年度評価が、平成２７年度評価と比較して点数が増加している

ことから、計画全体の推進が図られていることがわかります。  

 一方で、年度が変わるにつれて点数が増加している基本目標２と基本目標４に対し、基本

目標１と基本目標３は、点数が低下した年度が見受けられました。基本目標１は平成２７年

度から平成２８年度、平成２９年度から平成３０年度にかけて点数が低下しています。点数

低下の要因は、事業の未実施や啓発活動の減少によるものです。基本目標３は平成３０年度

から令和元年度にかけて点数が低下しています。点数低下の要因は、女性の管理職昇任者（事

業№５４）や消防団員（事業№６１）の減少によるものでしたが、目標値達成年度に最高評

価をし、翌年度現状維持で一段階評価を下げたといったケースの事業（事業№６４）も見受

けられました。 



６ 推進状況の分析 

 武蔵村山市第三次男女共同参画計画における主要課題に対する各施策について、令和元年度 

の事業実績を整理し、担当課の自己評価を分析します。 

 

⑴ 評価区分 

 

 各事業の目標達成度を計るため、評価区分を設定します。 

 
⑵ 基本目標別の各課自己評価結果  

  

 平成 30年度と令和元年度の事業実績を比較し、基本目標ごとに担当課の自己評価数を集計・ 

分析します。 

 

〈基本目標１ 男女平等の意識づくり〉 

 

 

 
 
 
 

評価区分

Ａ 十分進捗し、大きな成果が得られている。

Ｂ 概ね進捗し、具体的な成果が得られている。

Ｃ 事業を実施しているが、具体的な成果は得られていない。

Ｄ 不十分で課題が多い。

Ｅ 事業を実施していない。

評価内容

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

Ａ 3 3 16.7% 16.7%

B 4 8 22.2% 44.4%

Ｃ 10 6 55.6% 33.3%

Ｄ 1 1 5.6% 5.6%

Ｅ 0 0 0.0% 0.0%

合計 18 18 100.0% 100.0%

評価
件数 構成比

A評価

16.7%

B評価

44.4%

C評価

33.3%

D評価

5.6%
A評価

16.7%

B評価

22.2%
C評価

55.6%

D評価

5.6%

0 2 4 6 8 10 12

E

D

C

B

A

件数

評
価

平成30年度 令和元年度

〈推進状況の分析〉 

 平成 30年度から令和元年度にかけて、4事業が評

価を上げています（C→B）。評価が下がった事業は無

く、良好な実施状況でした。 

 唯一の D評価となった「メディア・リテラシーを

育成する学習機会の充実」については、目標であっ

た「市報、ホームページ、ＳＮＳ、情報誌ＹＯＵ・

Ｉ等の媒体を用いてメディア・リテラシーの啓発を

行う。」に対し、SNSでの啓発を行えなかったことに

より、D評価になりました。 

２２ 

平成 30年度      令和元年度 



〈基本目標２ 男女の人権の尊重〉 

 

 
 

〈基本目標３ 様々な分野における男女共同参画の推進〉 

 

 
 
 
 

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

Ａ 5 6 8.3% 10.0%

B 39 48 65.0% 80.0%

Ｃ 13 6 21.7% 10.0%

Ｄ 3 0 5.0% 0.0%

Ｅ 0 0 0.0% 0.0%

合計 60 60 100.0% 100.0%

評価
件数 構成比

A評価

10.0%

B評価

80.0%

C評価

10.0%

A評価

8.3%

B評価

65.0%

C評価

21.7%

D評価

5.0%

0 10 20 30 40 50 60

E

D

C

B

A

件数

評
価

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

Ａ 2 1 13.3% 6.7%

Ｂ 6 6 40.0% 40.0%

Ｃ 5 7 33.3% 46.7%

Ｄ 2 1 13.3% 6.7%

Ｅ 0 0 0.0% 0.0%

合計 15 15 100.0% 100.0%

評価
件数 構成比

A評価

6.7%

B評価

40.0%C評価

46.7%

D評価

6.7%
A評価

13.3%

B評価

40.0%

C評価

33.3%

D評価

13.3%

0 1 2 3 4 5 6 7 8

E

D

C

B

A

件数

評
価

平成30年度 令和元年度

〈推進状況の分析〉 

 平成 30年度から令和元年度にかけて、13事業が

評価を上げています（C→Bが 9事業、D→Bが 1事

業、C→A が 1 事業、D→C が 2 事業）。評価が下が

った事業は無く、良好な実施状況でした。 

〈推進状況の分析〉 

 平成 30 年度から令和元年度にかけて、2 事業が評価を

上げています（C→B、D→C、それぞれ 1事業）が、3事業

が評価を下げています（B→Cが 2事業、A→Bが 1事業）。 

 評価が下がった要因については、女性の管理職昇任者

の減少（事業№54）、女性の消防団への入団人数の減少（事

業№61）等、平成 30年度に比べ、結果を残せなかったこ

とによるものです。 

 D評価となった「市内事業所における女性登用の促進」

については、目標の「市ホームページやフェイスブックで

ポジティブ・アクションの意味や内容を啓発する。」に対

し、啓発方法が新聞記事の切り抜き展示に留まったこと

により、D評価となりました。 

  

２３ 

平成 30年度     令和元年度 

平成 30年度     令和元年度 



〈基本目標４ 就労における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進〉 

 

 
 
（３）令和元年度の各課自己評価結果まとめ 

 ①令和元年度の事業実績について、各課の自己評価を集計し、分析します。 

 

 
 

 

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

Ａ 0 1 0.0% 5.3%

Ｂ 14 14 73.7% 73.7%

Ｃ 4 4 21.1% 21.1%

Ｄ 1 0 5.3% 0.0%

Ｅ 0 0 0.0% 0.0%

合計 19 19 100.0% 100.0%

評価
件数 構成比 A評価

5.3%

B評価

73.7%

C評価

21.1%

B評価

73.7%

C評価

21.1%

D評価

5.3%

0 2 4 6 8 10 12 14 16

E

D

C

B

A

件数

評
価

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

Ａ 10 11 8.9% 9.8%

B 63 76 56.3% 67.9%

Ｃ 32 23 28.6% 20.5%

Ｄ 7 2 6.3% 1.8%

Ｅ 0 0 0.0% 0.0%

合計 112 112 100.0% 100.0%

評価
件数 構成比 A評価

9.8%

B評価

67.9%

C評価

20.5%

D評価

1.8%
A評価

8.9％

B評価

56.3％

C評価

28.6％

D評価

6.3％
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〈推進状況の分析〉 

 平成 30 年度から令和元年度にかけて、3 事業が

評価を上げています（B→A、C→B、D→C、それぞれ

1事業）。評価を下げた事業は無く、良好な実施状況

でした。 

平成 30年度     令和元年度 

平成 30年度      令和元年度 

２４ 

〈推進状況の分析〉 

 全体としては平成 30年度から令和元年度にかけて、

22事業が評価を上げ（B→A、C→A、D→B、それぞれ 1

事業。C→Bが 15事業。D→Cが 4事業）、3事業が評価

を下げています（A→Bが 1事業、B→Cが 2事業）。 

 評価を上げた事業が、評価を下げた事業を大きく上

回っているため、令和元年度事業は良好な実施状況で

した。 

  



②担当課別の各評価数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計

1 1

1 1
4 1 5
3 1 4

5 13 14 2 34
5 5
3 3
4 4
4 4
18 18
1 1 2

3 1 4
8 8
2 2

1 8 2 11
1 1 2
1 1

2 1 3

11 76 23 2 0 112

教育指導課
文化振興課
スポーツ振興課

全課

合　計

障害福祉課
子育て支援課
子ども育成課
生活福祉課
健康推進課
教育総務課

職員課
防災安全課
協働推進課
産業振興課
地域福祉課
高齢福祉課

秘書広報課
企画政策課・協働推進課

担当課 評価

２５ 



男女共同参画推進市民委員会からの意見 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 

 

武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会は、誰もが自分らしくイキイキと暮らせる社

会の実現を目指して、男女共同参画を啓発する事業や男女共同参画に関する調査研究

等を行っています。 

 令和元年度の推進状況を見ると、Ａ評価が１事業、Ｂ評価が１３事業増加していま

す。全体としては２２事業が評価を上げ、着実に推進が図られていると思われます。 

また、５年間の評価についても、当初と比較して全体的に評価が上がり、計画の推進

が図られています。次期計画の第四次男女共同参画計画においても、計画に基づいてよ

り一層の推進を図ることで、男女共同参画社会の実現に向かっていただきたいと思い

ます。 

推進状況調査の結果には、各課が実施した事業結果のみの記載となっていることか

ら、評価の低い事業については、改善点等も併記し課題を明らかにすることで、今後の

評価を向上させやすくなると思われます。 

また、評価が各課による自己評価となっており、同じ評価値でも評価の重みに違いが

生じることがあるため、客観的な評価方法を今後取り入れるなどの工夫が必要である

と考えられます。 

 市民委員会では、年度ごとに活動のテーマを決め、手法や対象をよく検討し、市民な

らではの視点と発想を活かしながら、今後も計画の推進に関わっていきます。 
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武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会設置要綱 

 

平成 12年武蔵村山市訓令（乙）第 21号 

 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現をめざし、武蔵村山市男女共同参画計画の効果的な推進

と市民の参画を促進するため、武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 男女平等・男女共同参画に関する調査研究 

⑵ 武蔵村山市（以下「市」という。）が行う男女共同参画計画の推進に関する事務へ

の協力 

⑶ 男女共同参画推進の啓発に関すること。 

⑷ その他、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する委員 10人以内をもって組織

する。 

⑴ 識見を有する者 

⑵ 市内で活動する市民活動団体の関係者 

⑶ 市内で活動する公共的団体の代表者又はその構成員 

⑷ 公募による市民（市内に住所を有し、又は市内に通勤し、若しくは通学する者をい

う。）  

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（任期） 

第６条 委員長、副委員長及び委員の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の翌年度

の末日までとする。ただし、再任を妨げない。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、協働推進部協働推進課において処理する。 



（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 12年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



武蔵村山市男女共同参画推進市民委員会委員名簿 

 

区分 氏名 選出区分 

委員長 南   葉 子 市長が必要と認めるもの 

副委員長 諸 橋 泰 樹 識見を有するもの 

委員 堀 上 みち子 市民活動団体関係者 

委員 森 本 秀 子 市民活動団体関係者 

委員 鈴 木 友 理 公共的団体関係者 

委員 石 橋 正 隆 公募による市民 

委員 市 川 真 子 公募による市民 

委員 椎 野 芳 拳 公募による市民 

委員 武 田 亘 弘 公募による市民 

委員 原 田 夏 果 公募による市民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



武蔵村山市男女共同参画推進委員会設置要綱 

 

平成 12年武蔵村山市訓令（乙）第 20号 

 

 （設置） 

第１条 男女平等の実現を図り、及び男女共同参画社会の形成を促進するための基本的な指針とな

る武蔵村山市男女共同参画計画（次条において「計画」という。）を策定し、並びに男女共同参

画に関する施策（次条において「施策」という。）を効果的に推進するため、武蔵村山市男女共

同参画推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、計画の策定及び施策の推進に関し必要な事項を協議する。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員 14人で組織する。 

２ 委員は、協働推進部長、企画財務部秘書広報課長、同部企画政策課長、総務部職員課長、同部

防災安全課長、協働推進部産業観光課長、健康福祉部高齢福祉課長、同部健康推進課長、子ども家

庭部子ども青少年課長、同部子ども子育て支援課長、教育部教育指導課長、同部指導・教育センタ

ー担当課長、同部文化振興課長及び同部スポーツ振興課長の職にある者をもって充てる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は協働推進部長の職にある委員を、副委員長は子ども家庭部子ども子育て支援課長をも

って充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、協働推進部協働推進課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成 12年 4月 1日から施行する。 

    

 

 

 

 

 

 

 



武蔵村山市男女共同参画推進委員会委員名簿 

 

区分 職名 氏名 

委員長 協働推進部長 藤 本 昭 彦 

副委員長 子ども子育て支援課長 木 村 朋 子 

委員 秘書広報課長 外 園 元 紀 

委員 企画政策課長 増 田 宗 之 

委員 職員課長 並 木 篤 志 

委員 防災安全課長 石 川   篤 

委員 産業観光課長 中 村 顕 治 

委員 高齢福祉課長 加 藤 俊 幸 

委員 健康推進課長 川 口   渉 

委員 子ども青少年課長 佐 藤 哲 郎 

委員 教育指導課長 高 橋 良 友 

委員 指導・教育センター担当課長 赤 坂 弘 樹 

委員 文化振興課長 高 橋 一 磨 

委員 スポーツ振興課長 西 原   陽 
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